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―自治体破綻がのこしたもの―
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1. はじめに
近年、北海道夕張市が財政破綻から財政再建団体に指定され、債権のための住民の負担などがクローズアップされた。地方財政再建促進特別措置法が制定されて以来最大規模の財政破綻であり、俗に「鉛筆1本買うのにも国の許可がいる」との言葉が生まれた夕張市破綻問題を、歴史的背景も含めて見ていこうと思う。
1.1 夕張市にみる破産自治体の現状
2007年3月、北海道夕張市は財政破綻から財政再建団体に指定された。現在、国の管理下で財政再建中である。
夕張市の負債は、現在わかっている範囲でも約600億円と言われており、1人あたりに換算すると、約4000万円の借金を抱えていることになる。
人口1万数千人の夕張市にとって、これだけの負債を18年で返済することは決して簡単なことではないだけに、如何に負債を返済するのかが注目を集めている。
自治体が破綻するなど、そんなことは思ってもみなかったのだが、1992年に福岡県赤池町という町が財政破綻している。
赤池町は「財政再建12年計画」を作成し、公共料金の値上げや、公共サービスの廃止を断行した。具体的には、破綻後の財政立て直しのために下水処理費用が2倍になり、水道料金が15%も上がった。増税が行われ、逆に様々な補助金が削減された。予算が無いために、40度を超える真夏にもかかわらず、役所ではクーラーが使えない状況が続いたという。また、道路補修なども外注が困難になったため、職員が自らの手で行うということもあったそうである。
もちろん自治体破綻後にどうなるのかは、最終的な財政の状況によっても違いは出るが、夕張市のように、1人あたり4000万円もの負債をかかえるとなると、さらに過酷な現実が待っていることが想定できる。
赤池町のケースでは、このような徹底した財政再建により、予定よりも2年前倒しで早期再建が実現した。
財政再建問題を正確に捉えて、財政再建団体に指定された場合どのようになるのか、また、自治体が財政破綻しないために、私たち住民に出来ることは何かを探る。
1-2.テーマ設定にあたって
まず、このテーマ設定に至った経緯についてである。
これまでに、「日本の国債比率は極めて高い」ということ、「多大な負債を抱えながらもさらに借金を続けている」ということを学んできた。それでも“too big to fail”と言われるように、国は破綻しないことに疑問を抱く一方で、2007年3月、「夕張市財政破綻」のニュースを知った。夕張市民はこれからどうやって暮らしていくのだろうか、もし私自身が夕張市民だったならこの状況をどう受け止めただろうか等、夕張市民を案じる気持ちと共に、自治体に対する不信感が芽生えてきた。
そこで、「自治体財政破綻が起きないようにするには、住民はどうしたら良いのか。」という根本に立ち返って考えてみようと思った。
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【北海道夕張市】
・人口：11,855人

（住民基本台帳人口、2008年9月30日）
・学校数：高校1

中学校3

小学校6

幼稚園1

保育所4 

・医療機関数：診療所5

歯科診療所5
2. 夕張市の歴史と現状 

2.1 夕張市の歴史
ここでは、夕張市の歴史を、財政難に陥った経緯から見ていく。
かつて夕張は炭鉱の街として栄えた夕張市であるが、「石炭から石油へ」のエネルギー政策転換により、次々と炭鉱が閉山されていった。前述の福岡県赤池町も同様である。
1990年、三菱南大夕張炭鉱の閉山を最後に夕張から炭鉱がなくなった。これにより、炭鉱会社が設置した鉱員向けのインフラを市が買収する。1982年、北炭が所有していた夕張炭鉱病院を市立病院移管に対して夕張市は40億円を負担している。さらに北炭は、夕張新炭鉱での事故を理由に、鉱産税61億円を未払いのまま撤退（倒産で払えなくなったとも言われている）。また、北炭・三菱は炭鉱住宅5000戸（市営住宅に転換）や上下水道設備などを夕張市に買収してもらい、額は151億円に達した。その結果「炭鉱閉山処理対策費」は総額583億円に達した。産炭地域振興臨時措置法（以下、産炭法）が2001年に失効したことなどで、財政状況がさらに悪化、その後ほぼ破綻状態にあったことが表面化した。

財政難が表面化して財政破綻に至るまでの間、一時借入金などの活用により表面上は財政黒字となる手法をとったため、負債がふくれあがっていった。一時借入金残高は12金融機関から292億円、企業会計を含む地方債残高が187億円、公営企業と第三セクターへの債務・損失補償が120億円とされ、夕張市の標準財政規模の44億円を大きく上回っていたため、一般的に10年とされる再建期間は未知数であった。
また、「空知産炭地域総合発展基金」から14億円の借り入れをしていることが明らかになるなど、違法起債等の粉飾まがいの決算がここ何年も行われていた疑いがあった。
道の調査によると、既に2006年度決算で再建団体適用状態であったことが判明した。これを受け、市長は2006年7月25日に2006年度中の財政再建団体を申請する方針を表明した。道は同年8月1日に夕張市の財政状況の調査に関する「経過報告」を公表した。
道は、再建期間短縮等の観点から、赤字額の360億円を低金利で融資し、国も地方交付税交付金などによる支援を打ち出した。これらの動きにより、再建期間は18年間の見込みとなった。
財政再建団体指定は、1992年の福岡県赤池町（現福智町）以来、北海道では1972年の福島町以来、市では1977年の三重県上野市（現伊賀市）以来となる。
夕張市において、この再建計画が遅れていたならば、負債額はさらに膨らんでいた可能性があったことも示唆しているという。
2006年度決算における実質公債費比率は38.1%であった。後述するが、これは全国でも長野県王滝村の42.2%に次ぐ数字であり、財政再建団体を適用しなかったとしても、2008年度決算から適用される地方自治体財政健全化法の財政再生団体に該当することになっていたと想定される。
2.2 夕張市の現状と抱えている問題
人口減少や著しい高齢化（2008年の時点で、65歳以上比率が市としては全国最高の43％）も相まって企業の進出が進まず、財政再建への先行きは極めて厳しい。
市議会で議決した夕張市の財政再建計画は、当初、2006年11 月に発表された「財政再建の基本的枠組み案」は、市民税の引き上げのほか、小中学校の各1 校への統廃合や高齢者向けバスの敬老パス廃止など、市民に大きな負担を強いるものであり、市民の強い反発を招いた。その後、高齢者と子供への配慮のため、2007年1 月に北海道と国による財政支援8が決まったため、再建計画最終案は、バスの敬老パスを残すなど、住民負担が若干緩和された内容となっている。
若干緩和されたとは言え、市民税や固定資産税などの増税は市民にとって、大きな痛手である。軽自動車税は1.5倍にもなり、ゴミ処理も1リットルあたり2円かかるようになり、下水道使用料は1.7倍になったと言う。さらには、保育料が年額で12万円以上も上がり、苦しい生活を強いられている家庭も少なくない。例えば、40代の夫婦で幼児を抱える家庭では、月額で約1万3000円も負担が増えてしまうのである。
また、教育については、夕張市に７校ある小学校と4校ある中学校をそれぞれ1校に統廃合することが決まった。図書館や養護老人ホーム、集会施設や体育施設など、多くの公共施設の廃止も決定されている。

地方自治体が破綻すると、痛みはこうして直接、住民にふりかかってくるのである。これまで地方自治体がしてきた借金（地方債）の償還がピークに達していると言われる今、果たして他の自治体は大丈夫なのだろうか。
自治体破綻して確実に言えるのは、税金など納めるお金は上がるのに、肝心の行政サービスはカットされるということである。119番に電話しても、消防車が来てくれない。生ゴミを一週間に1度しか回収してくれない。公立病院のベッド数が減らされる、公立学校の教師の数が減っていく。そのような状況になる可能性があるということだ。
3. 自治体財政健全化法
3.1 「自治体財政健全化法」誕生の経緯
そもそも、夕張市を財政破綻に追い込んだ「自治体財政健全化法」についてであるが、これは地方公共団体の財政状況を明らかにするための法律であり、特別会計や企業会計も併せた連結決算により算定される。また、「早期健全化」と「財政再生」の2段階で財政悪化をチェックする。
かつての財政再建法制との大きな違いは、地方公共団体の一般会計等において赤字額が標準財政規模（地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもの）の20％を超えるといきなりレッドカードが出て財政再建団体となり、イエローカードともいえる注意喚起の段階がなかったことである。また、特別会計や企業会計にいくら累積赤字があっても財政再建団体とならず、地方公共団体全体の姿を反映したものではなかった。
3.2 「自治体財政健全化法」の４指標
①
実質赤字比率（一般会計にしめる赤字割合）
一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には赤字の早期解消を図る必要がある。
②
連結実質赤字比率（病院や水道の公営企業を加えたもの）
公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の、標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には問題のある赤字会計が存在することとなり、赤字の早期解消を図る必要がある。
③
実質公債比率（収入に対する借金返済額を示す）
一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率であり、18％を超えると起債の許可が必要となり、25％を超えると一部の起債発行が制限される。
④
将来負担比率（第三セクターや公社を含めた負債割合）
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指標である。この比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う可能性があることから、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなるといえる。
4. 自治体破綻が国民生活に与える影響
4.1 実質公債費比率からみる自治体破綻ランキング
総務省は2008年9月30日、自治体財政健全化法に基づき、全自治体の財政悪化度をチェックする2007年度決算の財政４指標を発表した。北海道の夕張市と赤平市、長野県王滝村の3市村が破綻状態を示す「財政再生団体」の基準を超え、和歌山市など40市町村が“黄信号”となる「早期健全化団体」の基準を上回った。
過疎地などを抱える地方圏の自治体が大半を占めたほか、公立病院や観光事業などの隠れ赤字が一部自治体の財政を圧迫している実態も浮き彫りになった。
実質公債費比率で財政再生基準（35%）を超えたのは、村営スキー場の借金返済に苦しむ長野県王滝村（41・6%）と夕張市（39・6%）。山形県新庄市や高知県安芸市など31市町村が早期健全化基準を上回った。
	
	【市町村名（都道府県）】
	【実質公債費比率（％）】

	1
	歌志内市（北海道）
	40.6

	2
	上砂川町（北海道）
	36.0

	3
	王滝村（長野県）
	33.3

	4
	座間味村（沖縄県）
	30.6

	5
	泉崎村（福島県）
	30.1

	6
	新庄市（山形県）
	29.9

	7
	香美町（兵庫県）
	28.8

	8
	夕張市（北海道）
	28.6


財政破綻の注意信号は「経常収支比率」、「公債費負担比率」と「起債制限比率」であり、それぞれ90%､20%､14%を超えると危ないといわれている。北海道では3つの指標で危険水域を超えていたのが27市町村あり、財政破綻予備軍とされている。（小樽市、夕張市、網走市、留萌市、苫小牧市、美唄市、赤平市、三笠市、根室市、滝川市、歌志内市、石狩支庁当別町、浜益村（現・石狩市）、桧山支庁奥尻町、後志支庁岩内町、神恵内村、留萌支庁苫前町、網走支庁生田原町（現・遠軽町）、白滝村（同）、西興部村、胆振支庁穂別町（現・むかわ町）、日高支庁旧・日高町、平取町、浦河町、様似町、十勝支庁広尾町、浦幌町 ）
4.2 市民病院の閉鎖
自治体破綻により住民が直接的に被る影響として、最も大きなもののひとつは「公立病院の閉鎖」である。2008年9月30日に事実上閉鎖した銚子市民病院のように、公立病院さえも破綻することがあり得るのである。
今回の銚子市民病院閉鎖の一因とされる地方自治体の財政悪化の問題であるが、各自治体の放漫経営・財政規律のたるみなど批議すべき点はいろいろあるものの、国で決められた制度に則って自治体が財政改革を行った結果、公立病院の廃院・閉鎖や診療科の休止といった医療崩壊に拍車をかけた事に違いはない。要は、住民の監督不十分だという事である。
夕張市の例に戻ると、171床の夕張市立総合病院も39億円もの赤字を抱えており、経営破綻に追い込まれた。立地の不便さに加え、医師・看護師不足で大半の診療科が休止し収入は激減した。地域では以前から「不親切な病院」と評判が悪かったが、救急業務だけは大忙しだったと言う。
こうなると、誰もその自治体に住みたがらなくなるので、人口が流出していって、ますます状況が悪化することも考えられる。事実、財政破綻が発覚して以降、近郊の岩見沢市や札幌市へ転居した人も少なくないと言う。
人口流出等については、次章にて説明する。

4.3 市町村合併が出来ない
本格的な少子高齢社会を迎え、保健・福祉など住民の行政に対するニーズは、多様化、高度化すると共にその水準を確保することが求められている中で、市町村合併のメリットは住民にとって大きいと考えられる。
一般的に小規模市町村ほど税財政基盤は弱い傾向があるが、だからこそ財政基盤を強化し、少子・高齢社会の中においても、基幹的な行政サービスの提供に支障がないようにする必要がある。
そのためにも、市町村合併はとても重要な手段の一つであり、財政規模の増大、あるいは財政破綻の回避手段として、市町村合併に懸ける自治体も少なくない。
しかし、財政再建自治体に指定されると、その市町村合併はさらに難しくなる。

例えば、北海道夕張市に移り住むと、一人当たり550万円の借金を背負って行政による投資ができない。住んでいる土地の価値も殆どなくなってしまった。
もし自分自身がそのような街にこないかと、誘われても移住するだろうか。
住民（消費者）は水道料・国民健康保険料や介護保険料なども市町村で異なるため、「生活費が安価で、安全に安心して住める所」を選ぶ必要がある。さらに破綻ランキングを考えて、住む地域を選ばないといけない。
5.熊本県長洲町の例
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熊本県長洲町は、人口1.7万人の小さな町であり、公営の下水道事業の会計を新しく出来た法律に従い連結した途端に２０億円の赤字が増えて、破綻に瀕している事が分かった。バブル崩壊後の失業対策から下水道事業に力を入れていたのだが、その赤字が20億円にも及んだことから、町は、急遽座談会を実施し、町長による財政状況の説明が行われた。
実質公債費比率については、長洲町の比率は早期健全化基準以下ではあるが、23.0%と非常に高い数値となっている。これは、一般会計において金魚と鯉の郷広場整備事業、ながす未来館建設事業、長洲小学校校舎建設事業などの建設事業の際、借入金を利用したためその返済額が大きくなっていることや、公共下水道特別会計への繰出金のうち借入金返済に充てたと認められる額が大きいことが要因となっている。町は今後、計画的に比率の低下を進めていく方向を示している。

赤字比率が高いと北海道夕張市のように国の管理下に置かれ、行政サービスの削減など住民生活にも影響が及びかねない。大きな赤字事業を抱える自治体は抜本的な財政再建を迫られそうだ
連結実質赤字比率から見た自治体破綻ランキング

	
	市町村（都道府県）
	連結実質赤字比率

	1
	夕張市（北海道）
	364.5%

	2
	赤平市（北海道）
	69.3%

	3
	秋芳町【山口県）
	57.4%

	4
	積丹町（北海道）
	52.1%

	5
	室蘭市（北海道）
	47.4%

	6
	熱海市（静岡県）
	36.1%

	7
	泉佐野市（大阪府）
	35.6%

	8
	長洲町（熊本県）
	32.8%

	9
	宮古島市（沖縄県）
	32.1%

	10
	網走市（北海道）
	25.2%


※連結実質赤字比率については2007年3月データによるものである。
下水道事業で財政破綻同然となった熊本県長洲町の前町長が事業を振り返る。
『景気対策のため国の施策・助成に乗っかり下水道工事を進めた。普及率は上がり関連事業もやって（下水処理水の水質をアピールするため金魚の展示館を大規模に建てた）一時は国から模範であると表彰され、町長として各地を講演して回った。借金は増えていたが工事に歯止めが掛からず、開発が進むであろうと期待して畑の地域にまで下水道を引いた。借金返済が追いつかないのに、さらに借金を重ねながら施工していた。あげく開発は進まなかった。』
このような状況を避けるために、私たち住民は何が出来るのであろうか。
具体的には、以下のようなことが挙げられるのではないだろうか。
・下水道をはじめ行政のやることについて、議会が歯止めをかけ、住民も関心をもつ。
・常に「本当にこれでいいのか」という意識で検討する。
・現状に目をそむけない。
・これからは町のやることの事後承諾でなく自治体や議会と共に考える。
座談会の中で、下水道事業の赤字が何故20億円も累積されたのかの責任を問う声が住民からあがったのだが、悲惨な状況になるまで放置していた住民にも問題はある。
自分自身の住んでいる街の状況を確認すると共に、市民自らが経費節減を推進していくという意識を持つべきだと思う。
6. おわりに ―自治体破綻がのこしたもの、今後どう改善していくか
本稿では、財政破綻から財政再建団体に指定された北海道夕張市の現状を、自治体破綻に陥った場合に住民にのしかかる負担を明らかにした。

第1に、夕張市が財政破綻に至った経緯と当時の状況を確認し、住民がどのような負担を負うことになったのかを整理した。
第2に、自治体破綻の危険性がある全国の自治体（比較的小規模の市町村）の財政状況を調べた。その中で、過疎地などを抱える地方圏の自治体の財政悪化が深刻であることがわかった。また、公立病院や観光事業などの隠れ赤字が一部自治体の財政を圧迫している実態が浮き彫りになった。

第3に、自治体破綻が国民生活に与える様々な影響を示した。そこでは、市民病院の閉鎖や市町村合併が出来ないという事例から、本格的な少子高齢社会を迎えた現代において、自治体を「生活費が安価で、安全に安心して住める所」にしていく必要性があることに気付かされた。
そして最後に、熊本県長洲町の例から、自治体を破綻させないために住民が出来ることは何かを考えた。そこでは、住民は議論について事後承諾でなく、自治体や議会と共に考えるといった主体性を持つことが何よりも求められることが明らかになった。
夕張市の自治体破綻から2年が経過する。「鉛筆1本買うのにも国の許可がいる」財政再建計画の縛りから市民を解き放つための策として、私が提言したいことを以下に述べる。
まず1つ目は、都道府県に対して望むことである。都道府県は市町村にとって監督官庁となりうるのだから、市町村への補助金の投下を決める際、市町村に債務を全て書き出させた上で投下を決めるべきではないだろうか。市町村合併で影に隠れた債権や市債の残高について、市町村長に詳しい会計報告を求めて国に補助金の額面や支援対策費を請求していくべきだと思う。
　市町村の監督責任は国にあるが、国が本来果たすべき責務にかかる事務であっても、国民の利便性または事務処理の効率性の観点から、都道府県が監督責任を持つ方が、効果的なこともある。しかし、都道府県が市町村を監督するとなると、事例によっては知見の蓄積がない都道府県もあるため、監督責任は国が持ちながらも、都道府県に市町村を監視させる地方自治の仕組みそのものを、より簡素化し現実的なものにさせることも重要だと思う。
2つ目に、市町村及び議会に対して望むことである。自治体の行政内容を全て公開し、住民との協力性を持ってほしい。これを実行するためには、インターネットなどでの行政内容の公開や、歳入額と歳出額を詳細に記しまとめた報告書を作成し住民に公開したりする必要があると思う。問題を正確に捉え把握し、先送りせず、早めに解決していく方がコストもかからないのだから、住民が自治体を管理している意識を持ち、地方自治体の倒産を未然に防ぐ努力をすべきである。
今、住民が必要だと思うものに資金を投下することで住みやすい環境にし、そして、今までの経営で不必要な部分を削り、経費削減に努める。公共事業等、金額の大きな事業を行う時もしっかり住民と自治体と話し合った上で結論を出すようにする。このような話し合いを通じて住民と自治体の協力性を作り出し、今後の地域の活性化に役立たせるような自治体にすることが望まれる。
最後に、住民が心がけるべきことである。これまで見てきたように地方自治体の倒産は自治体のみの問題ではなく、住民にも問題があることが明確になった。住民の自治体の財政への無関心が、財政破綻という結果をもたらす大きな要因であったことを戒めとしなければならないと思う。
自治体はもっと住民の意見を聞き、その声を今後の活動に組み入れていってほしい。
住民と地方自治体が協力して市町村の活性化などにも力を入れていってくれることが、地方自治体の倒産を防ぎ、また、新しい地方自治体に生まれ変わることができるきっかけになる。
地方自治体の本来の目的である、住民福祉の向上や、住民本位の行政運営が実現されるためには私たちが自ら動いていかねばならないことを肝に銘じなければならない。
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